
平成18年12月期　第１四半期財務・業績の概況（個別）
 平成18年５月10日

上場会社名  株式会社 船井財産コンサルタンツ （コード番号：８９２９　東証マザーズ）

（ＵＲＬ　http://www.funai-zc.co.jp/　）  

代　表　者　　　　代表取締役社長  　　　平林良仁 　ＴＥＬ：（０３）５３２１－７０２０　　　　　

問合せ先責任者　  常務取締役

              　　兼執行役員管理部長 　 中塚久雄
 

１．四半期財務情報の作成等に係る事項

①　四半期財務諸表の作成基準　　　　　　　　　　　　　　：　中間財務諸表作成基準

 

②　最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無　　　　：　無

 

③　会計監査人の関与　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　有

　四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱

い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく意見表明のための手続きを受け

ております。

２．平成18年12月期第１四半期財務・業績の概況（平成18年１月１日　～　平成18年３月31日）

(1）経営成績の進捗状況

営業収益 営業利益 経常利益 四半期（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年12月期第１四半期 3,236 148.7 657 157.7 605 182.9 352 193.5

17年12月期第１四半期 1,301 95.2 254 80.2 214 51.7 120 49.1

（参考）17年12月期 9,457 61.6 1,083 73.2 947 66.5 518 65.7

１株当たり四半期
（当期）純利益

潜在株式調整後
１株当たり四半期
（当期）純利益

円 銭 円 銭

18年12月期第１四半期 13,468 11 13,131 87

17年12月期第１四半期 9,570 23 9,486 42

（参考）17年12月期 20,041 13 －  

（注）　営業収益、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同期増減率を示しております。

(2）財政状態の変動状況

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年12月期第1四半期 14,954 3,801 25.4 145,080 31

17年12月期第1四半期 10,346 3,060 29.6 243,578 5

（参考）17年12月期 13,359 3,515 26.3 134,147 52

３．平成18年12月期の業績予想（平成18年１月１日　～　平成18年12月31日）

営業収益 経常利益 当期純利益

１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 4,490 596 324 1,250 0 － －

通期 10,435 1,173 645 － 1,250 0 2,500 0

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　24,612円68銭
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四半期財務諸表等

１．四半期貸借対照表

  
前四半期会計期間末

（平成17年３月31日）

当四半期会計期間末

（平成18年３月31日）

前事業年度

要約貸借対照表

（平成17年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金   3,743,772   5,325,865   3,161,299  

２．売掛金   577,343   412,588   298,009  

３．販売用不動産 ※２  2,573,442   6,603,561   6,779,184  

４．短期貸付金   200   －   －  

５．関係会社短期貸付金   2,125,000   －   1,070,000  

６．その他   100,592   192,199   181,232  

７．貸倒引当金   △237   △128   △1,209  

流動資産合計   9,120,112 88.2  12,534,087 83.8  11,488,516 86.0

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※１  173,120 1.7  199,136 1.3  203,548 1.5

２．無形固定資産   67,189 0.6  38,801 0.3  39,442 0.3

３．投資その他の資産           

(1)投資有価証券   585,749   1,044,094   583,878  

(2)長期営業目的投資有

 価証券
  －   447,685   406,445  

(3)関係会社株式   223,000   468,412   422,412  

(4)その他   176,939   221,833   215,669  

投資その他の資産合計   985,688 9.5  2,182,025 14.6  1,628,405 12.2

固定資産合計   1,225,998 11.8  2,419,964 16.2  1,871,397 14.0

資産合計   10,346,111 100.0  14,954,051 100.0  13,359,913 100.0

           

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金   152,610   83,707   79,031  

２．短期借入金 ※２  2,360,000   3,950,000   2,480,000  

３．１年以内返済予定　

　の長期借入金
※２  1,675,000   1,193,000   1,568,000  

４．１年以内償還予定　

　の社債
  300,000   965,000   865,000  

５．その他 ※３  546,012   1,015,736   966,327  

流動負債合計   5,033,623 48.6  7,207,444 48.2  5,958,359 44.6
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前四半期会計期間末

（平成17年３月31日）

当四半期会計期間末

（平成18年３月31日）

前事業年度

要約貸借対照表

（平成17年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

Ⅱ　固定負債           

１．社債   1,820,000   3,302,500   3,172,500  

２．長期借入金   25,000   220,000   262,000  

３．退職給付引当金   23,636   27,332   26,156  

４．役員退職慰労引当金   81,378   124,337   122,685  

５．預り敷金・保証金   287,692   268,046   299,768  

６．その他   14,466   2,416   2,973  

固定負債合計   2,252,173 21.8  3,944,632 26.4  3,886,084 29.1

負債合計   7,285,796 70.4  11,152,076 74.6  9,844,443 73.7

           

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   760,900 7.4  805,817 5.4  805,817 6.0

Ⅱ　資本剰余金           

１．資本準備金  830,350   875,266   875,266   

資本剰余金合計   830,350 8.0  875,266 5.9  875,266 6.6

Ⅲ　利益剰余金           

１．利益準備金  6,750   6,750   6,750   

２．任意積立金  1,300,000   1,700,000   1,300,000   

３．四半期（当期）未処分

利益
 160,231   446,286   526,098   

利益剰余金合計   1,466,981 14.2  2,153,036 14.4  1,832,848 13.7

Ⅳ　その他有価証券評価差額金   2,082 0.0  △32,145 △0.3  1,537 0.0

資本合計   3,060,314 29.6  3,801,974 25.4  3,515,469 26.3

負債資本合計   10,346,111 100.0  14,954,051 100.0  13,359,913 100.0
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２．四半期損益計算書

  
前四半期会計期間

（ 自　平成17年１月１日   

   至　平成17年３月31日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年３月31日 ）

前事業年度

要約損益計算書

（ 自　平成17年１月１日   

   至　平成17年12月31日 ）

区分
注記

番号
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

Ⅰ　営業収益           

１．営業収入  915,813   1,249,332   3,217,160   

２．不動産売上高  385,482 1,301,295 100.0 1,986,844 3,236,177 100.0 6,239,928 9,457,088 100.0

Ⅱ　営業原価           

１．営業原価  372,593   480,538   1,365,490   

２．不動産売上原価  342,616 715,210 55.0 1,731,404 2,211,943 68.4 5,589,987 6,955,478 73.5

営業総利益   586,085 45.0  1,024,234 31.6  2,501,610 26.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費   331,119 25.5  367,194 11.3  1,418,231 15.0

営業利益   254,965 19.6  657,039 20.3  1,083,378 11.5

Ⅳ　営業外収益 ※１  10,871 0.8  1,856 0.0  72,244 0.7

Ⅴ　営業外費用 ※２  51,730 4.0  53,192 1.6  207,876 2.2

経常利益   214,107 16.5  605,703 18.7  947,746 10.0

Ⅵ　特別利益   － －  1,392 0.0  4,853 0.1

Ⅶ　特別損失   － －  5,999 0.1  52,943 0.6

税引前四半期（当期）

純利益
  214,107 16.5  601,096 18.6  899,656 9.5

法人税、住民税及び事

業税
 114,096   279,657   410,710   

法人税等調整額  △20,229 93,867 7.2 △31,506 248,150 7.7 △29,918 380,791 4.0

四半期（当期）純利益   120,240 9.3  352,945 10.9  518,864 5.5

前期繰越利益   39,991   93,341   39,991  

中間配当額   －   －   32,757  

四半期（当期）未処分

利益
  160,231   446,286   526,098  
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目

前四半期会計期間

（ 自　平成17年１月１日   

   至　平成17年３月31日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年３月31日 ）

前事業年度

（ 自　平成17年１月１日   

   至　平成17年12月31日 ）

１．資産の評価基準及び評

価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式

同左

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式

同左

 ②その他有価証券

時価のあるもの

四半期決算期末日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定）

②その他有価証券

時価のあるもの

同左

②その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

      ───────── ③投資事業有限責任組合に類する

  出資の会計処理

　投資事業有限責任組合に類する

出資の会計処理は、匿名組合・任

意組合の純資産及び純損益のうち

当社の持分相当額をそれぞれ投資

有価証券・長期営業目的投資有価

証券及び収益・費用として計上し

ております。

  なお、匿名組合・任意組合の純

損益の持分相当額の会計処理につ

いては、当社の連結子会社が組合

事業を推進し従事する営業者と

なっている匿名組合・任意組合へ

の出資に係る損益は営業損益に計

上するとともに長期営業目的投資

有価証券を加減し、当社の連結子

会社が匿名組合の営業者となって

いない匿名組合・任意組合への出

資に係る損益は営業外損益に計上

するとともに投資有価証券を加減

しております。

③投資事業有限責任組合に類する

  出資の会計処理

同左

 (2)デリバティブ

時価法

       ─────────        ─────────

 (3)たな卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産

個別法による原価法に

よっております。

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産

同左

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産

同左

 

２．固定資産の減価償却の

方法

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法によっ

ております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　10年～39年

その他      　　４年～８年

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法によっ

ております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　10年～39年

車両運搬具　　　      ６年

工具器具備品　　４年～８年

(1）有形固定資産

同左

 (2）無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（自社利

用）については、社内における見

込利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

 (3）長期前払費用

　定額法によっております。

(3）長期前払費用

同左

(3）長期前払費用

同左
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項目

前四半期会計期間

（ 自　平成17年１月１日   

   至　平成17年３月31日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年３月31日 ）

前事業年度

（ 自　平成17年１月１日   

   至　平成17年12月31日 ）

３．繰延資産の処理方法 (1)社債発行費

  支出時に全額費用処理しております。

(1)社債発行費

同左

(1) 社債発行費

同左

───────── ───────── (2) 新株発行費

　支出時に全額費用処理しております。

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討して回収不能見込額を

計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

四半期末における退職給付債務の

見込額（自己都合による四半期末

要支給額の100％相当額）に基づ

き計上しております。

(2）退職給付引当金

同左

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見

込額（自己都合による期末要支給

額の100％相当額）に基づき計上

しております。

 (3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に充て

るため、内規による四半期末要支

給額を計上しております。

(3）役員退職慰労引当金

同左

(3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に充て

るため、内規による期末要支給額

を計上しております。

５．重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

６．重要なヘッジ会計の方

法

(1）ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引については、

金利スワップの特例処理の要件を

満たしているため特例処理を採用

しております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　金利スワップ取引

ヘッジ対象　　借入金の利息

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

 (3）ヘッジ方針

　借入金の利息に係る金利変動リ

スクをヘッジしております。

(3）ヘッジ方針

同左

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理によっている金利ス

ワップ取引については有効性の評

価を省略しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

７．その他四半期財務諸表

作成のための基本と

なる重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっており、控

除対象外消費税及び地方消費税は、

当四半期の費用として処理してお

ります。

　消費税等の会計処理

同左

　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっており、控

除対象外消費税及び地方消費税は、

当期の費用として処理しておりま

す。

- 32 -



 （会計処理の変更）

前四半期会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年３月31日）

当四半期会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

       ─────────────   固定資産の減損に係る会計基準

  

  当四半期会計期間から「固定資産の減損に係

る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会  

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員

会  平成15年10月31日  企業会計基準適用指針

第６号）を適用しております。

  これによる損益に与える影響はありません。

        ────────────

 （表示方法の変更）

前四半期会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年３月31日）

当四半期会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年３月31日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

       ─────────────   前四半期会計期間において固定資産の「投資

有価証券」に含めて表示しておりました「長期

営業目的投資有価証券」（前四半期会計期間末

277,176千円）については、当四半期会計期間よ

り区分掲記しております。

        ────────────
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注記事項

（四半期貸借対照表関係）

前四半期会計期間末
（平成17年３月31日現在）

当四半期会計期間末
（平成18年３月31日現在）

前事業年度
（平成17年12月31日現在）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

47,463千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

66,340千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

60,407千円

※２．担保に供している資産の額 ※２．担保に供している資産の額 ※２．担保に供している資産の額

販売用不動産 2,103,905 千円

計 2,103,905  

上記に対応する債務

販売用不動産 4,288,145 千円

計 4,288,145  

上記に対応する債務

販売用不動産 3,499,767 千円

計 3,499,767  

上記に対応する債務

短期借入金 2,000,000 千円

計 2,000,000  

短期借入金 2,730,000 千円

１年以内返済予定の

長期借入金
1,000,000

千円

計 3,730,000  

短期借入金 1,900,000 千円

１年以内返済予定の

長期借入金
1,350,000

千円

計 3,250,000  

※３．消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の

うえ、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。

※３．消費税等の取扱い

 同左

※３　　  ────────────

（四半期損益計算書関係）

前四半期会計期間

（ 自　平成17年１月１日   

   至　平成17年３月31日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年３月31日 ）

前事業年度

（ 自　平成17年１月１日   

   至　平成17年12月31日 ）

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 10,511千円 受取利息 53千円 受取利息 67,299千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの

社債発行費 32,250千円

支払利息 11,213千円

社債発行費 16,289千円

支払利息 30,495千円

社債発行費 89,950千円

支払利息 100,423千円

  ３．減価償却実施額   ３．減価償却実施額   ３．減価償却実施額

有形固定資産 5,112千円

無形固定資産 4,037千円

有形固定資産 5,933千円

無形固定資産 3,054千円

有形固定資産 24,451千円

無形固定資産 16,612千円
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 (リース取引関係)

前四半期会計期間

（ 自　平成17年１月１日   

   至　平成17年３月31日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年３月31日 ）

前事業年度

（ 自　平成17年１月１日   

   至　平成17年12月31日 ）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び四半期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び四半期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

四半期末

残高相当

額

（千円）

工具器具備品 20,472 4,789 15,682

合計 20,472 4,789 15,682

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

四半期末

残高相当

額

（千円）

工具器具備品 24,052 8,549 15,502

合計 24,052 8,549 15,502

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

期末残高

相当額

（千円）

工具器具備品 24,052 7,547 16,504

合計 24,052 7,547 16,504

(2) 未経過リース料四半期末残高相当額 (2) 未経過リース料四半期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,364千円

１年超 12,408

合計 15,773

１年内 3,961千円

１年超 11,699

合計 15,660

１年内 3,947千円

１年超 12,694

合計 16,642

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 880千円

減価償却費相当額 852

支払利息相当額 43

支払リース料 1,043千円

減価償却費相当額 1,002

支払利息相当額 61

支払リース料 3,738千円

減価償却費相当額 3,610

支払利息相当額 191

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 571,401千円

１年超 1,798,329

合計 2,369,730

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 419,169千円

１年超 1,379,160

合計 1,798,329

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 475,214千円

１年超 1,465,965

合計 1,941,179

 (有価証券関係)

　前事業年度、前四半期会計期間及び当四半期会計期間における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは

ありません。
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（１株当たり情報）

前四半期会計期間

（ 自　平成17年１月１日　 

 　至　平成17年３月31日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成18年１月１日　 

 　至　平成18年３月31日 ）

前事業年度

（ 自　平成17年１月１日 　

 　至　平成17年12月31日 ）

１株当たり純資産額 243,578円 5銭

１株当たり四半期純利益 9,570円23銭

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益
9,486円42銭

１株当たり純資産額 145,080円31銭

１株当たり四半期純利益 13,468円11銭

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益
13,131円87銭

１株当たり純資産額 134,147円52銭

１株当たり当期純利益 20,041円13銭

  当社は、平成17年２月14日付で株式１株に

つき３株の株式分割を行っております。

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の１株当たり情報については、

以下のとおりとなっております。

前四半期会計期間 前会計年度

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

185,903円78銭 235,655円34銭

１株当たり四半期純

利益

１株当たり当期純利

益

8,597円70銭 29,650円48銭

 潜在株式調整後１

株当たり四半期純利

益

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益

－ 26,948円72銭

  平成17年２月14日付で株式１株につき３株、

平成17年12月20日付で株式１株につき２株の

株式分割を行っております。

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前四半期会計期間における１

株当たり情報については、以下のとおりであ

ります。

１株当たり純資産額   121,789円 3銭

１株当たり四半期純利

益
  4,785円12銭

潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益
4,743円21銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式がありませんので記

載しておりません。

  平成17年２月14日付で株式１株につき３株、

平成17年12月20日付で株式１株につき２株の

株式分割を行っております。

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前事業年度における１株当た

り情報については、以下のとおりであります。

１株当たり純資産額   117,827円67銭

１株当たり当期純利益   14,825円24銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益
13,474円36銭

　（注）　１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額算定上の基礎は以下の通りであります。

 
前四半期会計期間

（ 自　平成17年１月１日 　

 　至　平成17年３月31日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成18年１月１日 　

 　至　平成18年３月31日 ）

前事業年度

（ 自　平成17年１月１日 　

　 至　平成17年12月31日 ）

１株当たり四半期（当期）純利益金額    

 四半期（当期）純利益（千円） 120,240 352,945 518,864

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

 普通株式に係る四半期（当期）純利益（千円） 120,240 352,945 518,864

期中平均株式数（株） 12,564 26,206 25,890

    

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額    

 四半期（当期）純利益調整額（千円） － － －

 普通株式増加数（株） 111 671 －

 （うち新株引受権） (111) (671) －

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要

    ────────     ────────     ────────
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（重要な後発事象）

前四半期会計期間

（平成17年３月31日）

当四半期会計期間

（平成18年３月31日）

前事業度

（平成17年12月31日）

           ───────────   平成18年４月24日開催の取締役会において、

第15回定時株主総会で承認された「ストック

オプションとして新株予約権を発行する件」

について、具体的な発行内容を次の通り決定

しました。

（1）新株予約権の発行日

　　 平成18年４月24日

（2）新株予約権の発行数

　 　2,500個

（3）新株予約権の発行価額

　　 無償

（4）新株予約権の目的となる株式の種類及

     び数

　　 当社普通株式　2,500株

（5）新株予約権の行使に際しての払込金額

　　 １株当たり 956,000円

（6）新株予約権の行使期間

　　 平成20年４月１日から平成23年３月31

     日

（7）新株予約権の行使により新株を発行す

     る場合の発行　　　　

　　 価格のうち資本組入額

　　 １株当たり 478,000円

（8）新株予約権の割当対象者数

　　 当社取締役　７名

　　 当社監査役　３名

　　 当社従業員　93名

　　 総数103名

  平成18年２月20日開催の取締役会において、

第14回定時株主総会で承認された「ストック

オプションとして新株予約権を発行する件」

について、具体的な発行内容を次の通り決定

しました。

（1）新株予約権の発行日

　　 平成18年２月28日

（2）新株予約権の発行数

　 　1,000個

（3）新株予約権の発行価額

　　 無償

（4）新株予約権の目的となる株式の種類及

     び数

　　 当社普通株式　2,000株

（5）新株予約権の行使に際しての払込金額

　　 １株当たり 50,000円

（6）新株予約権の行使期間

　　 平成19年１月１日から平成22年12月31

     日

（7）新株予約権の行使により新株を発行す

     る場合の発行価格のうち資本組入額

　　 １株当たり 25,000円

（8）新株予約権の割当対象者数

　　 当社取締役　４名

　　 当社監査役　３名

　　 当社従業員　80名

     その他      14名

　　 総数101名
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